
福井県木造住宅耐震改修事業者登録制度要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、木造住宅耐震化促進事業による耐震改修工事の施工を行う事業者を

登録することにより、県民が安心して木造住宅の耐震化に取り組むことができる環境を

整備することを目的とする。 

 

（用語の定義） 

第２条 この要綱における用語の定義は、次の各号に定めるところによる。 

(１) 事業者 木造住宅の耐震改修工事の施工を自ら業として行う者をいう。 

(２) 登録事業者 福井県木造住宅耐震改修事業者として第５条の規定により知事の登

録をうけた事業者をいう。 

 

（登録） 

第３条 登録を行うことができる事業者は、次の各号に該当する者とする。 

(１) 福井県木造住宅耐震診断士を雇用している事業者であること。 

 (２) 県内に主たる営業所を有する事業者であること。 

(３) 建設業法第３条第１項に規定する建設業の許可のうち建築工事業もしくは大工工

事業を受けている事業者またはこれと同等と認める事業者であること。 

(４) 県民からの木造住宅の耐震改修工事に係る施工依頼において登録事業者としての

責務を遵守し実施することを宣誓できる事業者であること。 

(５) 県税を滞納していない事業者であること。 

２ 前項の登録は３年間有効とする。 

３ 第１項の登録の有効期間の満了後、引き続き登録を希望する事業者は、更新の登録を

行わなければならない。 

 

（登録の申請） 

第４条 前条第１項の規定による登録を行おうとする事業者は、次の申請書類を知事に提

出しなければならない。 

 (１) 福井県木造住宅耐震改修事業者登録申請書（様式第１号） 

 (２) 登録事業者実績書（様式第２号） 

 (３) 宣誓書（様式第３号） 

 (４) 県内に主たる営業所を有することが確認できる書類 

(５) 県税の全税目に滞納がないことを証明事項とする納税証明書または納税状況の確

認に関する同意書 

 (６) その他必要と認められる書類 

２ 前条第３項の規定による更新登録を行おうとする事業者は、福井県木造住宅耐震改修



事業者登録（更新）申請書（様式第７号）と前項（５）の書類を知事に提出しなければ

ならない。 

 

（登録の決定） 

第５条 知事は、登録を決定したときには、福井県木造住宅耐震改修事業者登録通知書（様

式第４号）により当該事業者に通知するものとする。 

 

（登録事項の変更） 

第６条 登録事業者は、事業者登録申請書に記載した内容について変更があったときには、

速やかに福井県木造住宅耐震改修事業者登録事項変更届書（様式第５号）を知事に提出

なければならない。 

 

（耐震改修工事等の実績に関する報告） 

第７条 登録事業者は、木造住宅耐震化促進事業（耐震改修）補助金交付要領第５条に規

定する耐震改修工事の業務または木造住宅耐震化促進事業（耐震診断等）補助金交付要

領第３条に規定する耐震診断等の業務を行った場合には、業務を行った翌年度の５月末

までに登録事業者実績書（様式第２号）を知事に提出するものとする。 

 

（登録事業者名簿） 

第８条 知事は、福井県木造住宅耐震改修事業者登録名簿（様式第６号）を作成し、市町

に送付するとともに、県のホームページ、その他の手段により公表するものとする。 

 

（登録事業者の責務） 

第９条 登録事業者は、木造住宅耐震改修事業者であることを自覚し、県民が安心して耐

震改修工事を依頼できるように誠意を持って良心的に業務を履行しなければならない。 

２ 登録事業者は、耐震改修工事の際に知り得た家屋の情報等を他に漏らしてはならない。 

３ 登録事業者は、県などが行う耐震改修等に係る普及啓発活動に積極的に協力するよう

に努めなければならない。 

 

（登録の取り消し） 

第１０条 知事は、登録事業者が、次の各号のいずれかに該当する場合には、登録を取り

消すことができる。 

(１) 第３条に規定する登録要件を欠いた場合 

(２) 前条に規定する事項に反していると認められる場合 

(３) 建築士法、建設業法等に違反した場合 

(４) その他特に知事が認める場合 

 



（再登録） 

第１１条 前条の規定に基づき登録が取り消された事業者は、登録取り消しの日から１年

間は、再登録を申請することができない。なお、知事が特に認めた場合はこの限りでな

い。 

２ 知事は、取り消された理由に応じ、再度同様な状況を生じるおそれがあると考えられ

る場合は、再登録を認めないことができる。 

 

（その他） 

第１２条 この要綱に定めるものの他、必要な事項は別に定める。 

 

  附 則 

 この要綱は、平成２２年４月２０日から施行する。 

  附 則 

 この要綱は、平成２７年１１月２日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 


